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  政策評価制度の改善案（１／４） 
 

事 項 今年度のスキーム 改 善 案 

Ⅰ 評価対象 ○施策レベル（見える化改革の事 
 業ユニットにおける施策） 

○各局における重要な課題を有する政策分野などから、評価する施策 
 を各局が毎年度選定（１～３施策程度） 
 ※選定の過程で都政改革本部 推進部会等において議論 
○施策の規模は、おおむね「部相当を単位とした一定程度の事業の 
 まとまり」のレベルを想定（細分化する場合は事務局と要調整） 
○施策の選定は、成果指標・目標の設定と一体的に実施 
  
＜施策の選定基準＞ 
 中長期的な展望に立って、より成果を志向してマネジメントする 
 必要がある施策の中から、以下の基準で選定 
 ①行政計画等における位置付け、行政計画等の改定時期、法令の 
  制定改廃の動向、社会経済状況の変化など、施策を取り巻く状況 
  を踏まえて時宜にかなった施策 
 ②上記のほか、各局が必要と認める施策 
 
 
 
〔考え方〕 
・具体的な分析・施策改善の検討につなげるため、評価対象を重点化 
 する。 
・都民への分かりやすさの観点から、評価する施策は、一定の規模感 
 を確保し、設定する。 
・施策へのフィードバックを担保するため、中長期的な展望に立って  
 施策を選定する。 

評価実施 
施策・局 
 

○（見える化改革の）事業ユニッ 
 ト所管局（計21局） 
○各局が選定した１ユニットにお 
 ける全施策（一部でも可） 

資料２ 

（令和元年11月11日開催　第４回都政改革アドバイザリー会議　政策評価分科会　資料）
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  政策評価制度の改善案（２／４） 
 

事 項 今年度のスキーム 改 善 案 

Ⅱ 評価手法 ○当年度、施策ごとに、成果指 
 標・目標を設定。原則として定 
 量的なアウトカム指標（設定が 
 困難な場合は、定量的なアウト 
 プット指標も可能） 
 

【指標・目標の設定】 
○施策を実施することでどのような状態にすることを目指すのかを 
 「施策目標」として明確化した上で、施策の分野に関する「現状」 
 と「課題」を明示 
○「施策目標」の実現に向けて達成すべき水準を定量的に測定できる 
 「成果指標」としてアウトカム指標を設定。「成果指標」を設定で 
 きない場合等に、施策の成果の一部を測定できるアウトカム指標や 
 アウトプット指標を「補足指標」として設定することができる。  
＜「補足指標」の設定例＞ 
 ①時系列的に遠い目標を掲げる「成果指標」を設定する場合は、 
  現在の取組状況を測ることができる指標を併せて設定 
 ②外部要因※などの不確定要素が与える影響が大きい目標を掲げる 
  「成果指標」を設定する場合は、行政の取組状況を測ることがで 
  きる指標を併せて設定 
  ※社会・経済状況や国の施策動向、国際事情など 
 ③「施策目標」の実現に向けた優先度を明確化できるよう、施策に 
  おける重点分野に特化した指標を設定   
〔考え方〕 
・①施策に関連した現状・課題（施策を必要とした経緯、社会・経済 
  状況と都として取り組む必要性など） 
 ②「施策目標」の実現に向けて達成すべき水準を定量的に測定する 
  「成果指標」としてのアウトカム指標  
 ③施策を構成する各事業の実施による効果の、アウトカム指標への 
  つながり 
 を整理し、施策の構成を論理的に分かりやすく示す。 

（令和元年11月11日開催　第４回都政改革アドバイザリー会議　政策評価分科会　資料）
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  政策評価制度の改善案（３／４） 
 

事 項 今年度のスキーム 改 善 案 

Ⅱ 評価手法 
（つづき） 

○翌年度、評価実施（①成果指標 
 の実績を基に施策の進捗状況の 
 把握（各成果指標・施策全体で 
 評語を設定）、②施策の分析、 
 ③今後の方向性の提示） 
 
※自己評価に関する制度の改善は、 
 「今年度の取組」から実施 
 

【自己評価】 
○分析： 
 ・以下の点検・分析を実施 
  ①「成果指標」と「補足指標」の達成状況を点検（「達成／未達 
   成、数値目標における達成度合い（％）」を表示）し、指標の 
   目標と実績の乖離等が生じた要因を分析 
  ＜要因分析の視点例＞ 
   ・事業の実施状況（対象・規模・手段・スケジュールなど）は     
    どうだったか 
   ・外部要因（社会・経済状況や国の施策動向、国際事情など）  
    の影響はどの程度あったか 
  ②社会・経済状況や都民ニーズに合っているか、必要性・妥当性 
   等を点検    
 ・①,②を踏まえて、施策全体の進捗状況と施策の必要性・妥当性 
      等を考慮した「施策に対する見解」を判断根拠とともに明示。 
      あわせて、施策を推進する上での課題を抽出  
○今後の方向性の提示： 
 課題への対応を検討し、「施策目標」の実現に向けてどのように 
 施策展開（事業の見直しや廃止、新規事業の検討など）をしていく 
   かを提示 
 ※提示した方向性の施策への反映状況は公表    
〔考え方〕 
・施策の構成を踏まえた分析や、社会・経済状況等を踏まえた今後の 
 方向性の提示を重視した評価内容とする（施策全体の評語設定は行 
 わない。）。 

（令和元年11月11日開催　第４回都政改革アドバイザリー会議　政策評価分科会　資料）
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  政策評価制度の改善案（４／４） 
 

事 項 今年度のスキーム 改 善 案 

Ⅲ 評価主体 
・外部有識 
者の関与等 
 

○各局の自己評価 
 
○外部有識者（政策評価分科会） 
 は①成果指標・目標（当年度）、 
 ②自己評価（翌年度）の妥当性 
 に関して意見・助言 
 

○各局の自己評価 
 
○外部有識者の意見・助言の視点を明確化 
 成果指標・目標及び自己評価に関して、主に、政策評価の手順に 
   従って評価・記載されているかという視点から意見・助言 
 （プロセス・チェック） 
 
＜プロセス・チェックの視点例＞ 
 ・指標・目標設定時： 
   ☑ 「施策目標」に対応した指標・目標があるか 
   ☑ 現状・課題が分かりやすく示されているか など 
 ・自己評価時： 
   ☑ 施策に対する見解や課題の抽出等における判断根拠は分かり 
    やすく示されているか 
   ☑ 施策の必要性・妥当性を社会・経済状況の変化を踏まえて 
    確認しているか 
   ☑ 評価書は分かりやすく簡潔か など 
 

Ⅳ 評価書・ 
  情報公開 
 

○①政策体系シート、②政策評価 
 シート（施策ごとに成果指標・ 
 目標、構成する事業、自己評価 
 等を記載） 
○評価書は全て公表 

○評価内容に関する一定の情報量を確保した評価書のほか、評価書の 
 要約版（「現状」,「課題」,「指標・目標」,「自己評価」のポイント 
   を記載した資料）を作成  
○施策を構成する事業として、「指標・目標」の達成に向けて寄与度 
 が高い主要な事業（事業費のない事務・業務を含む）を記載 

（令和元年11月11日開催　第４回都政改革アドバイザリー会議　政策評価分科会　資料）
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